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実証事業の概要実証事業の概要

現在の不動産分野においては、官民各主体による多様な形でのデジタル化の取組みが進められている一方で、共通で

用いられる番号（ID）が存在せず、不動産に関わる関連情報の連携・蓄積・活用が進んでいないという課題がある。

本事業では、空き家の流通活性化に寄与することを目的に、「不動産ID」が官民の情報データ共有における新たな情

報連携キーとなることを想定して、空き家に関する現状課題に沿ったユースケースの検証を行った。

1. 事業概要 （DX推進に向けた課題・ビジョン）

2. ユースケースの主な取組内容

アットホームが保有する「空き家」及び「過去流通」物件情報への不動産ID付番実証内容１

「不動産ID付空き家物件情報」を情報連携キーとして、内部・外部データを突合実証内容２

実証内容３
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アットホームが保有する「空き家」及び「過去流通」物件情報への不動産ID付番（建物IDへの付番率）実証内容１

不動産情報サイト「アットホーム」過去流通物件の付番結果アットホーム 空き家バンク 登録物件の付番結果

不動産ID付番結果建物IDが付番された
221物件へ付与されたID内訳不動産ID付番結果

（検証物件数=398）
（自治体数=54）

（検証物件数=67,566）
（自治体数=60）

（検証物件数=221）
（自治体数=43）

「アットホーム 空き家バンク」に登録されている空き家情報への付番結果は、所在地枝番まで登録している398物件（54自治体）のうち、建物の不動産ID

を付番できたものは221物件（付番率 55.5％）だった。付番された221物件へ付与されたID数の内訳は、1IDが紐づいた物件が178物件（80.5％）、複数の

不動産ID（2～4ID）が付番された割合は43物件（19.5％）だった。なお、付番不可の177物件（44.5％）を調査すると、約6割にあたる物件が未登記と推

測される要因により、IDが付番されなかった。

1住所に2つ以上の建物がある場合等、複数の不動産IDが表示されることがあり、「所在地情報」だけでは物件の特定が困難であったが、家屋番号や不動産

情報（床面積等）を検索条件に追加することで特定することができた。なお、1IDが紐づいた物件の中から26件(今治市)に対して登記情報を取得し 「不

動産番号」と照合したところ、相違ないことが確認できた。

所在地情報に数字以外の表記や整理番号を含む情報がある場合は、検索を行う前に物件情報を精緻化する必要があった

例）甲・乙・地・他・号・区・外・の・戌・字、枝番のハイフンをハイフンに見える別の記号（ダッシュ記号、水平線、マイナス等）で登録されている等
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「不動産ID付空き家物件情報」を情報連携キーとして、内部・外部データを突合実証内容２

愛媛県今治市の空き家バンク担当者・宅建事業者と、空き家流通に資する情報項目についての意見交換を実施。

＜意見交換会で挙がった事項＞

実施概要
・ 開催日 | 2023年11月1日
・ 参加者 | 今治市役所 2名

今治市 提携不動産事業者 5社（Web参加有）
※愛媛県宅建協会、全日 愛媛県本部含む
アットホーム株式会社 2名

議題
・不動産IDの概要説明
・今治市における空き家取引の現状と課題
・空き家の流通活性化に寄与する情報項目について（不動産IDをキーとして突合する情報項目の参考）

1. 空き家の流通活性化に必要な情報
物件の基本情報に加え、物件に関連する付帯情報をIDによって連携できれば、空き家バンクへの掲載や、
媒介契約時などにおける物件調査に係る業務負荷が軽減され、より円滑な空き家流通が期待できる。
※付帯情報の例・・周辺施設、学区、ハザード、キャッチコピー、補助制度など

2. 意見交換の中で挙げられた課題
上記のような情報を連携できたとしても、不動産事業者においては重要事項説明において、ハザード情報など
最新性の担保が求められる情報については、契約締結時に改めて調査が必要になる。

意見交換会の様子意見交換会の様子
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販売履歴情報、設備情報、キャッチコピー等の12項目が拡充事例１ 販売履歴情報、用途地域、接道情報等の12項目が拡充。
情報の相違１件あり。

事例２

「不動産ID付空き家物件情報」を情報連携キーとして、内部・外部データを突合実証内容２

販売履歴情報や設備情報、
キャッチコピー情報など
12項目が拡充。

情報の相違はなかった。

販売履歴情報や用途地域、
接道情報、設備情報など
12項目が拡充。

情報の相違は１項目
（設備情報）が事実と異な
る情報だった。

情報相違可否 情報相違可否

1件相違ありすべて相違なし

今治市の空き家情報へ内部（アットホーム保有）データの突合を行った結果、既存の空き家情報に対してそれぞれ12項目を拡充することができた。
また、今治市の空き家バンク担当者にご協力の上、拡充項目の正確さを確認したところ、設備情報の1項目を除いて情報に相違はなかった。

外部データとの突合においては、自治体が保有するオープンデータは面データが多く、現時点では不動産IDを連携キーとした情報連携が困難であった。

内部・外部突合における共通課題として、情報の最新性・信憑性の面で課題が残るが、将来、不動産IDの付番環境が整備され、自治体が保有するオープ
ンデータにIDが紐づいている環境が標準化されることで連携が容易になり、不動産取引における物件調査時の負担軽減や最新性の担保が求められる情報
の取得が期待できる。

拡充項目

用途地域

拡充項目

設備情報


